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研究成果の概要（和文）：　本研究では、日本におけるライフサイクル・コスティングへの取り組み状況を明ら
かにするために、製造業を営む東証一部上場企業、及び地方自治体に対する郵便質問票によるアンケート調査、
ならびに地方自治体に対するインタビュー調査を実施した。最終的に49の企業（回収率4.9％）と541の地方自治
体（回収率54.1％）から回答が得られた。また、17の地方自治体にインタビュー調査を実施した。
　これらの調査を通じて、企業や自治体では、ライフサイクル・コスティングあるいはライフサイクル・コスト
がどの程度認識されていて、ライフサイクル・コストの算定がどのように行われ、そこで直面する課題は何かに
ついて明らかにした。

研究成果の概要（英文）：  The purpose of this research is to consider an actual situation of Life 
Cycle Costing in Japan. For this purpose, I conducted a survey using questionnaire form for 
manufacturing companies listed with first section of Tokyo Stock Exchange and local governments. 
These surveys have produced responses from 49 companies and 541 local governments. In addition to 
these questionnaires, I visited 17 local governments and carried out interviews with each of them.
  These surveys made it clear how much realized about Life Cycle Costing and Life Cycle Cost, and 
how to estimate the Life Cycle Cost among of these companies and local governments. Through this 
research, it was also clarified several problems that they have to solve. 

研究分野：社会科学
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１．研究開始当初の背景 
 ライフサイクル・コスティング（Life Cycle 
Costing）は日本では 1970 年代に日本プラン
トメンテナンス協会の活動を通じて欧米諸
国から導入され、会計学分野だけではなく、
建築学や信頼性工学などの分野でも研究が
進められてきた。しかしながら、これらの先
行研究の中には企業や、政府機関・地方自治
体などで実際にどのような形でライフサイ
クル・コスティングが活用されているかにつ
いて、アンケート調査やインタビュー調査を
通じて明らかにした研究は非常に少なく、会
計学分野の先行研究に限っていえば皆無に
等しい。ライフサイクル・コスティングに関
する研究をさらに進めていくためには、実際
にライフサイクル・コスティングを活用する
立場にある企業や政府機関・地方自治体に対
する実態調査を避けて通ることができない。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、アンケート調査やインタ
ビュー調査などの手法を用いて、日本の企業
や地方自治体においてライフサイクル・コス
ティングはどの程度認識されていて、具体的
にどのような場面でいかなる方法によって
ライフサイクル・コスト（Life Cycle Cost）
を計算しているかについて明らかにすると
ともに、実際に直面している課題とその解決
策についても解明しようとすることである。 
 
３．研究の方法 
 前述した目的を達成するために、本研究で
は、4つの研究を行った。 
 
(1)日本におけるライフサイクル・コスティ 
ングの生成と発展に関する文献研究 
 アンケート調査やインタビュー調査を通
じて、ライフサイクル・コスティングの実態
を明らかにするうえで、日本ではライフサイ
クル・コスティングという手法がどのような
経緯で導入されて、いかにして企業や自治体
等に浸透していったか、また研究者の関心は
ライフサイクル・コスティングのどの部分に
あり、どのような研究がこれまで行われてき
たかというプロセスを解明することが重要
である。 
そこで、本研究ではまず、1970 年代に日本
プラントメンテナンス協会の「テロテクノロ
ジー視察団」の報告書の分析を行った。続い
て、1970 年代から今日に至るまでのライフサ
イクル・コスティングあるいはライフサイク
ル・コストに関連する研究成果を可能な限り
収集し、それらを分析することで、研究者の
関心はどこにあり、研究を通じてどの部分が
解明されているかについて分析を行った。 
 
(2)東証一部上場企業（製造業が中心）に対 
するアンケート調査 
 ライフサイクル・コスティングは、工場な
どの巨大な建物の建設や機械設備の導入の

意思決定などに用いられることから、ライフ
サイクル・コスティングを適用している可能
性が高いと考えられる製造業と、同様にライ
フサイクル・コスティングの適用可能性が高
いと考えられる建設・不動産・運輸などの業
種に属する東証一部上場企業を対象に、
1,004 社を選び、平成 28年 1月に郵便質問票
によるアンケート調査を行い、質問票の集計
結果に基づいて分析を行った。 
 
(3)地方自治体を対象とするアンケート調査 
 公共施設の老朽化による維持管理コスト
の増大に加えて、少子高齢化や市町村合併な
どによって公共施設の再編が迫られている
中で、わが国の地方自治体ではライフサイク
ル・コストに対する注目が高まっている。そ
こで、平成 22 年度の国勢調査の結果に基づ
いて人口が多い順に 1,000 の地方自治体（都
道府県・市・町・村・東京 23 区）を選び、
平成 28 年 2 月に郵便質問票によるアンケー
ト調査を行い、質問票の集計結果に基づいて
分析を行った。 
 
(4)地方自治体に対するインタビュー調査 
 (3)のアンケート調査において、質問票の
最後に後日のインタビュー調査にご協力い
ただけるかどうかについて意思表示する欄
を設けて、ご協力いただけると回答した自治
体に対して、個別に各自治体を訪問し、各自
治体の公共施設マネジメント関連業務担当
職員に90～120分間の半構造化インタビュー
を実施した。 
 
４．研究成果 
(1)日本におけるライフサイクル・コスティ 
ングの生成と発展に関する文献研究 
 アメリカで 1960 年代に開発されたライフ
サイクル・コスティングを日本で最初に紹介
したのは品質管理を専門とする石川馨教授
が1968年に発表した論文である。その後1970
年代に入り、日本プラントメンテナンス協会
が協会加盟企業の技術系幹部社員を欧米各
国に合計 8回にわたり派遣し、メンテナンス
の新しい考え方であるテロテクノロジー
（terotechnology）について学んだ「テロテ
クノロジー調査団」の活動が行われた。この
活動によって、ライフサイクル・コスティン
グが日本の様々な企業へと広がる契機とな
った。このように、ライフサイクル・コステ
ィングは当初は工学分野を中心に研究が進
められていた。 
 一方で、第 4次テロテクノロジー調査団に
早稲田大学の染谷恭次郎教授が加わったこ
とを契機として、会計学分野でもライフサイ
クル・コスティングの研究が行われるように
なった。本格的に研究が開始されるのは 1980
年代後半以降であり、戦略的コストマネジメ
ントに関する議論の中で研究が始められた。
会計学分野でライフサイクル・コスティング
に関する論文を2本以上発表している研究者



が最初に書いた論文で引用している文献を
調査したところ、小林哲夫教授の論文の被引
用率が高く、会計学分野でのライフサイク
ル・コスティングの研究に一定の影響を与え
ていることが明らかになった。 
 また、これまで日本で発表されたライフサ
イクル・コスティングまたはライフサイク
ル・コストに関する研究成果を668本収集し、
その中から研究論文359本を抽出して分析し
たところ、全体の 40％ほどが会計学の研究者
による論文であり、60％ほどが建築学や信頼
性工学などの工学系の研究者による論文で
あった。「ライフサイクル・コスティング」
という用語は前者でのみ用いられ、後者では
ほとんど用いられず、代わりに「ライフサイ
クル・コスト」という用語が多用されている。
さらに、会計学の研究者による論文はほとん
どが文献研究あるいは歴史研究であった一
方で、工学系の研究者による論文ではシミュ
レーションや解析を活用した研究が中心で
あった。 
 
(2)東証一部上場企業（製造業が中心）に対 
するアンケート調査 
 最終的に回収された質問票は 53 であった
が、有効回答数は 49（回収率 4.9％）にとど
まり低調な結果となった。用語の認知度は
「ライフサイクル・コスティング」よりも「ラ
イフサイクル・コスト」の方が高かったもの
の、回答企業の約半数はこれらの用語自体を
知らないという回答であった。したがって、
大半の回答企業では実際の業務でライフサ
イクル・コスティングを活用していない状態
であり、当初期待したようなアンケート調査
にはならなかった。 
 一方で、ライフサイクル・コスティングを
現在、活用していない理由について問うた質
問では、ライフサイクル・コスティングの具
体的な進め方がよくわからないという回答
が圧倒的に目立ち、ライフサイクル・コステ
ィングの進め方を解説したマニュアルや、コ
スト見積りを行ううえでのデータソースの
整備が必要であることが明らかになった。 
 
(3)地方自治体を対象とするアンケート調査 
 最終的に回収された質問票は 544 であり。
そのうち有効回答は 541（回収率 54.1％）で
あった。郵便質問票調査としては非常に高い
回収率となり、自由記述欄にも 82 自治体か
ら記述があったことから地方自治体のライ
フサイクル・コストに対する関心の高さが表
れていた。   
質問票の集計結果より、次の点が明らかに
なった。 
①用語の認識度合い 
用語の認識度合いは「ライフサイクル・コ
スト」の方が「ライフサイクル・コスティン
グ」よりも高く、ライフサイクル・コストに
ついて「具体的な内容も含めてよく知ってい
る」と回答する一方で、ライフサイクル・コ

スティングについては「用語自体を知らな
い」と回答した自治体が非常に目立った。ま
た、人口が多い自治体ほどライフサイクル・
コストという用語に対する認識の度合いが
高い傾向にあることが示された。 
②ライフサイクル・コストの活用度合い 
頻度や活用している範囲に差はあるにせ
よ、ライフサイクル・コストを自治体業務の
中で何らかの形で活用している自治体が全
体の 80％近くに達し、地方自治体では想像以
上にライフサイクル・コストの考え方が浸透
していることが明らかになった。②に関して
も①と同様に人口が多い自治体ほどライフ
サイクル・コストの活用度合いも高い傾向に
あることが示された。 
③ライフサイクル・コストを適用する場面 
ライフサイクル・コストは公共建築物やイ
ンフラ資産の新規取得の場面よりも、むしろ
現在保有する公共建築物やインフラ資産の
保全・更新計画策定の場面で活用されている
実態も明らかになった。これは財政難により
新規の公共建築物やインフラ資産の取得が
抑制されている自治体が多いことも関連し
ていると考えられる。また、ライフサイク
ル・コストを検討するにあたりなんらかの基
準を設けているかという質問については、ほ
とんどの自治体がケースバイケースであり
明確な基準は設けていないという回答であ
った。 
④ライフサイクル・コストの算定方法 
 ライフサイクルを算定するにあたり、建築
コンサルタントの支援を受けると回答する
自治体が目立つ一方で、自治体職員だけで算
定するという回答も目立ち、二極化が見られ
た。ただし、複数回答可の質問であったこと
から、案件により外部委託する場合と自治体
職員だけで対応する場合を使い分けている
可能性もある。また、算定ツールは、類似施
設から得られたデータを活用する場合と、
（一財）地域整備総合財団が提供する公共施
設等更新費用試算ソフトを活用する自治体
が多くみられた。ライフサイクル・コストを
算定するにあたり割引現在価値への修正は
ほとんどの自治体で行われていなかった。 
⑤ライフサイクル・コスト算定に向けた課題 
 ライフサイクル・コストを算定する際に直
面している課題は、専門的な知識を有する人
材の不足、見積り精度、ライフサイクル・コ
ストに含めるコスト要素の選定と回答する
自治体が多く、比較的ライフサイクル・コス
トへの取組みが進んでいる自治体は見積り
精度やコスト要素を挙げる場合が多く、取組
みがこれから本格的にスタートする自治体
では人材育成の回答が目立つ傾向が示され
た。 
⑥今後整備を望むもの 
 ライフサイクル・コストの算定に取り組み
にあたり今後、整備を望むものとして、ライ
フサイクル・コストの算定が容易にできるソ
フト、算定マニュアルの整備という回答が目



立った。 
⑦自由記述 
 比較的ライフサイクル・コストの算定が進
んでいる自治体からは、コストの見積り段階
においてデータソースの不足や特殊施設の
コスト見積り等の面で苦慮しているという
記述が目立ち、中小規模自治体ではライフサ
イクル・コストの重要性は認識している一方
で、人員の不足や専門的知識を有する人材の
不足によって対応が難しいという記述が目
立った。 
 
(4)地方自治体へのインタビュー調査 
 平成 28 年 11 月より全国 17 の自治体を個
別に訪問し、質問票の回答結果に基づいた追
加の質問と、全自治体共通の質問項目からな
る半構造化インタビューを実施した。17自治
体が所在する地域は北海道から九州まで広
範囲にわたり、17 自治体には県・政令指定都
市・市・町が含まれていて人口規模も多様で
あり、市町村合併を経験した自治体も含まれ
る。インタビューイーは、アンケート調査時
に質問票にご回答いただいた自治体職員ご
本人、もしくは異動等が生じている場合には
同一部署の方であったが、何らかの形で公共
施設マネジメントに関連する業務を担当し
ている職員であった。 
インタビュー調査の結果より、次の点が明
らかになった。 
①ライフサイクル・コストの算定状況 
17 の自治体すべてにおいて、ライフサイク
ル・コストの算定をテキストで解説されてい
るような形で完璧にできているという自治
体はなく、どの自治体においても手探り状態
で、自治体外の建築コンサルタントなどの力
も借りながらライフサイクル・コストの算定
を進めている段階であった。 
自治体によってライフサイクル・コストの
算定状況が大きく異なり、独自のシステムを
入れてかなり本格的に進めている自治体も
あれば、施設の類型ごとに㎡あたり単価を出
して床面積をかけることで簡易的に計算し
ている自治体、今後発生が予想される維持管
理コストだけに絞って算定している自治体、
ようやく取り組みに着手したばかりという
自治体など様々なケースがあった。 
②ライフサイクル・コストを活用する場面 
 地方自治体で管理する施設は非常に多岐
にわたることから、それらのすべてについて
ライフサイクル・コストを算定して管理を行
っているわけではなく、特に規模が大きい施
設に絞ってライフサイクル・コストの算定を
行っている自治体が多くみられた。また、市
町村合併を経験し、公共施設の総量削減が不
可欠な自治体では、既存の施設の取捨選択の
判断基準の一つとして、今後発生するライフ
サイクル・コストを比較しているケースが多
くみられた。 
 今回の調査で訪問した 17 自治体では市庁
舎の建て替えを最近行った自治体がいくつ

かあり、新市庁舎の設計にあたってライフサ
イクル・コストの情報が活用されていたケー
スもみられた。 
③ライフサイクル・コストの見積り精度 
 ライフサイクル・コストを算定するうえで
見積り精度のレベルをどの程度に定めるか、
具体的には可能な限り高いレベルの見積り
精度か、あるいは概略がわかればよい程度の
見積り精度でよしとするかについて全自治
体に質問したところ、すべての自治体で概略
がわかれば十分であるという回答であった。
使用期間が長期に及ぶ公共建築物では数十
年先のコスト見積りを正確に行うことは現
実的には難しいというのがその理由であっ
た。ただし、長期の見積りに関しては概略が
把握できれば十分なレベルの見積りであっ
ても、直近 5年間程度の短期間の見積りに関
しては正確な見積りを目指したいという自
治体もいくつかみられた。 
④ライフサイクル・コストを算定するうえで
の課題 
 インタビューにご対応いただいた自治体
は基本的にライフサイクル・コストに対する
認識度合いは高く、自治体業務の一部でライ
フサイクル・コストを活用している自治体で
あることから、ライフサイクル・コストの算
定についてより実践的な課題が多い。具体的
には、ライフサイクル・コストの構成要素の
精緻化や見積り精度向上、自治体独自に構築
している公共施設データベースとの連携な
どが課題として挙げられていた。また、自治
体内に一つしかない特殊施設の見積り方法
の検討や、同一自治体内の気象条件の地域差
（例えば、海沿いと山間部の両方が含まれる
自治体）をライフサイクル・コストの見積り
にどのように反映させていくかということ
を課題に挙げている自治体もみられた。 
⑤自治体間連携の可能性 
 全国の自治体が保有する公共施設等の数
やサイズは自治体の規模によって違いがあ
るにせよ、公共施設等の種類についてはあま
り変わりがない。したがって、各自治体が類
似した施設を保有しているのであれば、自治
体間連携を行ってコストデータベースを共
有化したり、コスト見積り方法を共同開発し
たりする自治体連携の可能性が考えられる。
この点について、17 自治体すべてに質問を行
った。自治体間で連携することによりデータ
ベースの充実や特殊施設の見積りに関する
データを共有できることのメリットを評価
する一方で、否定的な回答の方が上回った。
具体的には、地域的に隣同士であっても自治
体内の実情は全く異なることから連携は容
易ではないという回答や、そもそもの見積り
精度が異なるデータでは共有化できないこ
とから、自治体間連携を進めるためには国な
どが統一的なライフサイクル・コスト見積り
方法や見積り基準を明確にすることが先決
であり全自治体がそれに従うことが前提条
件となるという回答があった。具体的に現時



点でライフサイクル・コストの見積りに関し
て自治体間連携を行っているかという質問
に対しては、17 自治体すべてで行っていない
という回答であった。 
 以上のインタビュー調査の結果より、わが
国の地方自治体ではライフサイクル・コスト
に対する関心は高まっているものの具体的
にどのように進めていくかという段階で苦
戦を強いられており、今後、国や政府機関な
どがライフサイクル・コストの見積りに対し
て具体的かつ統一的な手法を提示すること
の必要性が明らかになった。 
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